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令和 ３年 ４月 １日から

令和 ４年 ３月３１日まで

公益財団法人三重県建設技術センター



１）総    括

当建設技術センターは、昭和 44年 4月に県・市町村の出捐を得て設立し、県内の

建設行政の補完機関として公共構造物の測量・設計・積算業務の他、災害復旧支援

や土木建設行政の変化とともに新たに与えられた受託業務に対応してまいりました。

一方急激な社会情勢の変化は、私ども公益法人に対しても厳しい見直しを迫るこ

ととなり、受託業務の大幅な減少など経営不安定な時代も経験しましたが、公益事

業の拡充、組織体制の見直しなど、様々な団体運営の改革を推し進めた結果、経営

状況も徐々に赤字幅が減少し、平成 23年の公益財団法人への移行とともに黒字経営

に転換することができ、ここ近年は安定経営が続いています。

現在、新型コロナウイルス感染症の影響により、社会経済活動全体の先行きは依

然として不透明な状況が続いておりますが、高度経済成長期に建設されたインフラ

の老朽化対策や近年多発する自然災害等に対応する「国土強靭化計画」等、緊急度

の高い政策の影響もあり、建設業界は依然堅調を維持しております。

そのような中、令和 3 年度の事業としては、建設技術水準の向上を目指す建設技

術研修をはじめ、積算、施工監理、工事検査等、地方自治体の発注関係事務を支援

するとともに地域社会の健全な発展を目指した業務に取り組んでまいりました。

研修事業では、技術・技能の向上を目指す技術者向けの研修のほか、県内小・中

学校に出向いての学校防災出前講座、コロナ禍の避難行動と被災生活をテーマとし

た地域防災講演会など、新型コロナウイルスの感染症対策を徹底した上で開催いた

しました。

土木関連事業では、三重県が令和３年５月に、国土強靭化計画を踏まえて、県管

理の道路、河川等の施設への主な対策について県独自の「５年後の達成目標」を策

定され、それに応じて積算等の支援業務が増加しており、建築関連事業では、建築

基準法に基づく中間検査の対象が拡大したことによる業務が加わったほか、固定資

産評価事業など継続的に受託することができており、安定的な業務量を確保いたし

ました。

この結果、事業額は研修事業、支援事業等の公益目的事業で 950,870 千円、また、

設計・調査等事業、住宅関連事業等のその他の事業で 496,862 千円の事業収入と  

なり、全体として前年度より 1.9％増となりました。なお、今後とも事業の執行に

あたっては、経費の節減に努め経営の安定化を図ってまいります。



２）概     要

(1) 理事会事項

R3.5.25  第１回通常理事会

        議案 第１号  令和２年度事業報告及び決算について

         議案 第２号  令和３年度定時評議員会の招集について

         報告 第１号  令和３年度職務執行の状況について

  R3.6.18     書面表決(みなし決議)による理事会

         議案 第１号  代表理事の選定について

         議案 第２号  代表理事の役員報酬について

  R4.3.15  第２回通常理事会
        議案 第１号  令和４年度事業計画及び予算について

         議案 第２号  令和４年度資金運用の執行方針及び計画について

         議案 第３号  役員報酬の改定について

         議案 第４号  令和３年度第１回臨時評議員会の招集について

         報告 第１号  令和３年度職務執行の状況について

         報告 第２号  職員採用について



(2) 評議員会事項

R3.6.18  定時評議員会

         議案 第１号  令和２年度事業報告及び決算について

         議案 第２号  理事の選任について

         議案 第３号  監事の選任について

R4.3.28  第１回臨時評議員会

         議案 第１号  令和４年度事業計画及び予算について

         議案 第２号  評議員の選任について

         議案 第３号  理事の選任について

         報告 第１号  職員採用について



(３)  役員の異動状況

異動年月日 異　動 役　職 氏　　　名

令和3年4月1日 就任 理事 向 井　美 樹 也

令和3年6月18日 辞任 理事 河　邊　毅　寿

令和3年6月18日 辞任 理事 村　林　謹　一

令和3年6月18日 就任 理事 幸　治　正　典

令和3年6月18日 就任 理事 渥　美　和　生

令和4年3月31日 辞任 理事 大　澤　哲　也



(４) 評議員の異動状況

異動年月日 異　動 役　職 氏　　　名

令和3年4月1日 就任 評議員 西　田　　　 健

令和4年3月31日 辞任 評議員 北　川　貴　志



（５）就業体制

令和４年３月３１日現在

　役員付

総務室

( 2 ) ( 2 )

( 2 ) ( 2 )

　建設技術部

道路課 ( 1 ) ( 1 )

流域環境課

( 1 ) ( 1 )

　建築部

建築審査課

建築支援課 ( 1 ) ( 1 )

( 1 ) ( 1 )

( 4 ) ( 4 )

※　（　　）内は再雇用職員の人数

合計 6 40 46

計 0 9 9

構造審査課

5 5

4 4

10 10

計 0 21 21

2 2

9 9

計 1 9 10

検査官室 2 2

6

調査・管理課 6 6

研修業務課 1 1

4 1 5

　研修・調査部 1 1

計 5 1

部課名
職　　員

計
事　務 技　術

1 1



(単位：千円)

計

(877,862)

公益目的事業 950,870

研修等事業

 ・図書出版事業として、積算基準(共通編)、三重県業務委託共通仕様書等全10種を出版

品確法に基づく支援事業
(754,525)

 ・松尾14号橋災害復旧詳細設計業務(鳥羽市)、準用河川外城田川災害防止対策工事積算業務
   (玉城町)等支援業務全300件

821,287

品質管理試験事業
(116)

 ・アスファルト混合物事前立会審査・立入調査を、R3.5月期～R4.2月期において11日間実施 133

建築基準法等に基づく審査事業
(109,204)

 ・建築確認審査2,374件、固定資産税調査1,053件 114,003

(543,517)

その他の事業 496,862

設計・調査等受託事業 (521,011)

 ・カタギ谷橋他4橋橋梁修繕設計積算業務(大台町)、公共下水道効率的な事業実施のための
   計画策定業務(朝日町))等全122件

472,765

住宅性能評価等住宅関連事業 (22,506)

 ・住宅性能評価120件、適合証明182件、住宅瑕疵担保保険2,384件等全7種で2,857件 24,097

(1,421,379)

合　　　　計 1,447,732

    ※上段(  )は、令和２年度実績額

      下段は、令和３年度実績額

(14,017)
 ・研修事業として、ICT施工研修、地域防災講演会等全40研修、延べ参加人数1,543人

15,447

（６）事業実施状況表

事　　　　　　業
事 業 収益


